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1	東京の子供と子育て家庭をめぐる状況

　ここでは、少子化の進行や子供のいる家庭の世帯類型や就業状況、子育て家庭のニーズ
など、東京の子供と子育て家庭をめぐる状況を、全国の状況とも比較しながら俯瞰します。
　まず、少子化の状況とその背景について見ていきます。

（1）人口の変化と少子化の現状

ア　人口の変化
○　東京都の人口は、今後もしばらく増加を続け、2025年に1,398万人でピークを迎え、
その後、減少に転じると見込まれます。
○　また、東京都の年少人口（０～14歳）は、2020年以降、減少に転じると見込まれ
ます。

図表 1　東京都の地域別人口の推移

資料：�「国勢調査」（総務省）、「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）等より
作成

注：2020年以降の東京都の人口は東京都政策企画局による推計
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イ　出生数・合計特殊出生率・就学前児童数の変動
○　全国における年間の出生数は減少傾向が続き、平成28年の出生数は97万6,978人
となっています。東京都における年間の出生数についても、昭和40年代後半以降減
少傾向が続いていましたが、平成17年を底に微増傾向が見られ、平成28年の出生数
は11万1,962人となっています。

図表 2　東京都の年齢階級別人口及び高齢化率の推移

資料：「国勢調査」（総務省）等より作成
注１：2020年以降は東京都政策企画局による推計
注２：�四捨五入や、実績値の総数には年齢不詳を含むことにより、内訳の合計が総数と一致しな

い場合がある
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図表 3　出生数の推移（全国・東京都）

資料：厚生労働省「平成28年人口動態統計（確定数）」
　　　東京都福祉保健局「人口動態統計年報（確定数）」（平成28年）
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○　全国の合計特殊出生率は、第２次ベビーブーム以降減少傾向が続き、平成17年に
は1.26と過去最低の水準となりました。しかし、その後微増傾向が見られ、平成28
年には1.44まで回復しています。東京都の合計特殊出生率も、平成17年の1.00を底
に平成28年には1.24へと増加していますが、全国最低となっています。

○　このように、東京都の合計特殊出生率は全国より低いものの、都内の就学前児童数
は、他県からの流入等により依然として増加傾向にあり、平成29年１月１日現在、
64万273人となっています。

図表 4　合計特殊出生率の推移（全国・東京都）

注：�昭和36～39年、41～44年の東京都分の合計特殊出生率については、発表されてい
ない。

資料：厚生労働省「平成28年人口動態統計」
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図表 5　就学前児童数（ ０～ 5歳）の推移（東京都）

資料：東京都総務局「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」（各年１月１日現在）
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（2）少子化の要因と背景

○　少子化の直接の要因は、「未婚化・晩婚化」「初産年齢の上昇」「夫婦の出生力の低下」
と言われています。また、こうした現象が生じる背景として、働く女性の増加、結婚
や子供を持つことへの価値観の多様化、子育てに対する負担感、不安定な就業状況な
どが言われています。

ア　少子化の直接の要因
（未婚化・晩婚化）
○　全国の年齢別の未婚率の推移をみると、男女ともに昭和50年以降上昇傾向にあり
ましたが、平成17年を頂点に減少し、男性の未婚率（平成27年）は25～29歳が
72.7％、30～34歳が47.1％となっています。女性の未婚率（平成27年）は25～29
歳が61.3％、30～34歳が34.6％となっています。
○　東京都においても同様の傾向が見られ、男性の未婚率（平成27年）は25～29歳が
78.0％、30～34歳が50.3％、女性の未婚率（平成27年）は25～29歳が68.3％、30
～34歳が39.5％となっています。昭和50年以降、東京都の未婚率は全国に比べて10
ポイント程度高くなっていましたが、平成27年はその差が小さくなっています。

○　また、全国の平均初婚年齢をみると、平成28年の平均初婚年齢は夫31.1歳、妻
29.4歳と、昭和50年に比べると夫が4.1歳、妻が4.7歳上昇しています。東京都の平
均初婚年齢をみると、平成28年には夫32.3歳、妻30.5歳で、昭和50年と比較して夫
が4.7歳、妻が5.0歳上昇しており、全国及び東京都ともに「晩婚化」が進んでいると
いえます。
○　日本では、子供は法律上の婚姻夫婦から生まれる場合が多いため、未婚者の増加（未
婚化）や平均初婚年齢の上昇（晩婚化）は出生数に影響を及ぼすことになります。

図表 6　未婚率の推移（全国・東京都）

資料：総務省「国勢調査」
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（初産年齢の上昇）
○　第一子出生時の母の平均年齢は上昇傾向にあり平成28年には全国で30.7歳、東京
都で32.3歳と全国平均より1.6歳高くなっています。

（夫婦の出生力の低下）
○　全国の子供の出生数の推移を結婚持続期間別にみると、結婚後５年以上経過した夫
婦で、平成14年以降減少が見られます。

図表 7　平均初婚年齢の推移（全国・東京都）

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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図表 8　第一子出生時の母の平均年齢の推移（全国・東京都）

資料：厚生労働省「人口動態統計」
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イ　少子化の要因の背景
（働く女性の増加）
○　全国の働く女性は、ほぼ一貫して増加傾向を示しており、平成28年度には2,531万
人になりました。雇用者総数における女性の割合も、昭和50年以降上昇しており、
平成28年度には44.2％となっています。
○　都内の有業者数をみると、男性は平成４年をピークに一度減少し、平成19年以降
再び増加しているのに対し、女性は一貫して増加しています。

図表 9　結婚持続期間別にみた平均子供出生数の推移（全国）

資料：�国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査�結婚と出産に関する全
国調査（夫婦調査）」
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注：�平成23年度の公表データは、岩手県、宮城県及び福島県を除いた値となっているため、上記
の表には掲載していない。

資料：総務省「労働力調査」
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（価値観の多様化）
○　未婚者の結婚の意思に関する全国調査をみると、「いずれ結婚するつもり」の割合は、
おおむね９割前後ですが、減少傾向にあります。
○　また、「結婚しても必ずしも子供をもつ必要はない」という考え方について、20歳
以上の男女に行った全国調査によると、平成21年では「賛成」「どちらかといえば賛成」
は42.8％、「反対」「どちらかといえば反対」は52.9%となっています。平成19年と
比較すると、「賛成」の割合が増えています。特に20歳から29歳までを対象とすると、
平成21年調査では「賛成」「どちらかといえば賛成」が６割以上を占めています。

図表11　15歳以上人口有業者数及び有業率の推移（東京都）

資料：東京都総務局「都民の就業構造」（平成24年）
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図表12　未婚者の生涯の結婚意思（全国）

資料：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査�結婚と出産に関する全国調査（独身者調査）」
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（不安定な就業状況）
○　若者が結婚の障害と感じる事柄について「結婚資金」を挙げる回答の割合が高く、
結婚に伴う経済的負担を懸念している様子がうかがえます。
○　全国調査で、性別・就業形態別（正規・非正規）に20代独身者の結婚意欲ありの
者の割合をみると、男性・女性ともに「非正規」の方が「正規」に比べて割合が低く
なっています。

図表13　「結婚しても必ずしも子供をもつ必要はない」という考え方について

注：調査対象：全国の20歳以上の男女
資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」
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図表14　 1 年以内に結婚する場合に障害となるもの（平成27年）（全国）

注：�18～34歳未婚者のうち何％の人が各項目を結婚の主要な障害（２つまで選択）と
考えているかを示す。

資料：�国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査�結婚と出産に関する
全国調査（独身者調査）」
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○　若年層におけるパート・アルバイトなどの非正規雇用者の割合を見ると、平成５年
の約１割から平成25年には約３割へと上昇しています。

図表15　性／正規・非正規別にみた2０代独身者の結婚意欲ありの者の割合
（14年調査：第 1回、24年調査：第 2回）（全国）

注１：�集計対象は、第１回調査時に20～29歳の独身者でかつ既卒者、及び第１回調査時の就業形態が「正規」また
は「非正規」の者

注２：�「結婚意欲あり」は、「絶対したい」「なるべくしたい」と回答した者を合計している。
資料：�厚生労働省「第１回21世紀成年者縦断調査（平成24年成年者）」及び「第11回21世紀成年者縦断調査（平成

14年成年者）」

68.6

52.7

70.0

50.9

0%

20%

40%

60%

80%

100%

正規 非正規

【男】

平成24年平成14年
76.8

65.4

81.3

71.0

正規 非正規

【女】

11.5 12.0 

18.3 
14.4 

32.1 

21.5 

32.0 

25.6 

32.3 
27.4 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

15～24歳
（うち在学中を除く）

25～34歳

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（％）

図表16　年齢別の非正規雇用者比率の推移（全国）

注１：�平成５年及び平成10年における15～24歳（うち在学中を除く）については、
当時の公表値（非農林業）の「うち在学中」の者を除いている。

注２：�平成20年の数値は、平成22年国勢調査の確定人口に基づく推計人口（新基準）
に切替え集計した値。

注３：雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの
注４：�非正規労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所

の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者
注５：�割合は、各年齢層における正規雇用労働者と非正規雇用労働者の合計に占める

非正規雇用労働者の割合。
資料：厚生労働省「「非正規雇用」の現状と課題」
出所：総務省「労働力調査」
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○　正社員・正職員とそれ以外の労働者の賃金の傾向を比較すると、正社員・正職員は、
年齢階級が高くなるにつれて賃金の上昇がみられますが、正社員・正職員以外は、男
女いずれも、年齢階級が高くなっても賃金の上昇があまり見られません。

（3）子供のいる世帯の形態

○　６歳未満の親族のいる世帯の家族類型を見ると、平成27年の東京都の核家族世帯
の割合は、94.8％となっており、全国の割合（86.2％）より高い状況です。

図表17　雇用形態、性、年齢階級別賃金（全国）

注：�賃金とは、平成28年６月分の平均所定内給与額。所定内給与額とは、労働契約等であらか
じめ定められている支給条件、算定方法により６月分として支給された現金給与額（きまっ
て支給する現金給与額）のうち、超過労働給与額（（１）時間外手当、（２）深夜勤務手当、（３）
休日出勤手当、（４）宿日直手当、（５）交替手当として支給される給与をいう。）を差し引い
た額で、所得税等を控除する前の額をいう。

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成28年）

211.9 
250.3 

293.2 
331.9 

369.5 
412.3 

440.5 431.2 

323.1 307.5 

188.6 
209.2 225.8 233.1 237.3 241.3 247.0 246.7 255.2 

203.6 

231.9 
255.5 268.4 281.5 294.1 298.7 289.9 

255.6 255.6 

177.0 192.2 196.6 197.7 194.0 190.5 187.2 181.7 183.0 172.4 
100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

450.0

500.0

男性（正社員・正職員） 男性（正社員・正職員以外）

女性（正社員・正職員） 女性（正社員・正職員以外）

（千円）

図表18　 6 歳未満の親族のいる世帯の家族類型（全国・東京都）

資料：総務省「国勢調査」（平成27年）

86.2%

94.8%
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（4）子供のいる世帯の就労状況

ア　共働き世帯の増加
○　平成27年の、末子が就学前（６歳未満）の家庭における共働き率は、全国では、
48.5％となっています。東京都では、末子が就学前（６歳未満）の家庭における共
働き率は41.8％となっており、全国値よりは低いものの年々増加傾向にあります。

イ　結婚・出産・子育てと女性の就業
○　近年、女性の有業率は増加傾向にあります。しかし、結婚・出産期に当たる年代で
有業率は一旦低下し、子育てが落ち着いた時期に再び上昇するM字カーブを描いてい
ます。

図表19　最年少の子供が就学前の家庭における共働き率（全国・東京都）

資料：総務省「国勢調査」

36.5%

40.4%

48.5%

31.5%

36.2%

41.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

平成17年

平成22年

平成27年

全国

東京都

図表2０　年齢別　女性有業率の推移

資料：東京都総務局「都民の就業構造」
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○　内閣府の調査によると、女性が職業を持つことについて「子どもができても、ずっ
と職業を続けるほうがよい」という回答が増加傾向にあり、平成28年には54.2％と
なっています。しかし、出産前後の母親の就業状況をみると、出産１年前は有職者が
約８割を占めていたものの、出産半年後にはそのうちの半数以上が無職になっており、
妊娠や出産を機に離職する女性が多いことが分かります。

図表21　女性が職業を持つことについての考え方（全国）

資料：内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」

3.3

3.4

3.5

3.6

4.7

5.6

5.5

5.5

8.4

10.0

10.7
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54.2

47.5

45.9
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26.3

30.8

31.3

33.0

1.5

1.4

1.4

1.4

1.6

1.3

1.8

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成28年（該当者

数3,059人）

平成24年（該当者

数3,033人）

平成21年（該当者

数3,240人）

平成19年（該当者

数3,118人）

女性は職業をもたない方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

子どもができるまでは、職業をもつ方がよい

子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業をもつ方がよい

その他

わからない

図表22　母の出産 1年前の就業状態別にみた出産半年後の就業状況（全国）

注１：�回答者（総数34,554）のうち、母と同居、きょうだい数１人（本人のみ）の者（18,100）について集計している。
注２：�「有職」には、育児休業中等の休業を含む。
注３：�「自営業等」は、「自営業・家業」、「内職」、「その他」である。
注４：�出産１年前の「有職」だった母の出産半年後の状況は、母の出産１年前の就業状況「有職」の者（総数

14,261）を100として集計している。
資料：�厚生労働省「第１回21世紀出生児縦断調査（平成22年出生児）」

無職（学生を含む）
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○　東京都の調査で、「以前は働いていた」と回答した母親に、仕事を辞めた理由を聞
いたところ、「育児に専念したかったため」の割合が34.2％と最も高く、次いで「結
婚のため」が25.9％となっています。

ウ　今後の就労希望
○　東京都が行った調査で、就学前の児童がいる世帯における、現在就労していない母
親の今後の就労希望をみると、「今すぐにでも働きたい」が13.7％、「いずれ働きたい」
が69.6％となっています。

図表23　仕事を辞めた理由（以前働いていた母親）（東京都）

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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○　さらに、今後の就労希望について、「今すぐにでも働きたい」又は「いずれ働きたい」
と回答した母親（1,462人）に、どのような条件が満たされれば働くことができると
思うか尋ねたところ、「短い時間でも働ける職場があれば」が63.1％と最も高く、次
いで「希望する労働条件であれば」が44.3％、「家に近い職場があれば」が43.5％となっ
ています。

図表25　就労するための条件（ 3つ以内の複数回答）（東京都）

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）

63.1

44.3

43.5

31.7

22.4
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14.4
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末子が幼稚園に入園したら
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以前の勤務先に再雇用制度が導入されれば

その他

図表24　今後の就労希望（現在働いていない母親）（東京都）

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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（5）子育て家庭の状況

○　子育てをしていて、日頃負担に感じることについては、「よくある」と「ときどき
ある」とを合わせると、「子育てでイライラすることがある」、「子供の教育について
心配になる」、「子供が将来うまく育ってくれるか心配になる」などが他の項目に比べ
て高くなっています。父母別にみると、すべての項目で母親の方が父親より「よくあ
る」の割合が高くなっています。

図表26　「子育てをしていて日頃感じること（負担に感じること）」（東京都）

（注）　※�「配偶者が子育てに協力してくれないと思う」については、両親世帯のみ集計対象としている（総
数　父＝3,452人、母＝3,713人）。

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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○　東京都が実施した調査で「子育てをしやすくするために必要なもの」について尋ね
たところ、平成24年度調査では「子育てに理解のある職場環境の整備」（44.9％）、「児
童手当など経済的な手当の充実」（42.8％）の順に割合が高く、子育てと仕事の両立
や経済的な問題に対する負担感が強く感じられていることが分かります。

○　都内で、在宅で乳幼児の子育てをしている母親が希望する「あればよい在宅支援サー
ビス」については、緊急時の一時預かりの割合が最も高く半数を超えています。東京
都は核家族が多く、緊急時に頼れる人が身近にいないことなどから、子育てに不安や
負担感を抱えていることがうかがえます。
○　一方、保育所や認定こども園などに日中子供を預けている保護者が不満に思うこと
については、「子供が病気のときに利用できない」という回答が最も多くなっています。

図表27　子育てをしやすくするために必要なもの（東京都、複数回答）

注：19年度調査では、※は「育児手当など経済的な手当の充実」としていた。
資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）

44.9

42.8

30.9

29.2

18.5

15.1

15.1

14.1

12.7

12.0
16.1

11.9

7.8

5.7

2.7

2.0

5.6

1.3

44.1

50.6

28.4

31.3

14.3

13.5

17.5

12.0

10.5

13.9

11.1

3.7

3.7

1.7

4.5

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

子育てに理解のある職場環境の整備

児童手当など経済的な手当の充実※

仕事の時間を短縮したり、ずらしたりする制度

子供が病気やけがをしたときに休暇を取れる制度の充実

夜間・休日を問わず、子供を預けられる保育サービスの整備

出産・育児のために退職した人が復帰できる制度の充実

育児休業制度の普及

職場内保育施設の整備

小学生の子供を預けられるサービスの整備

子供の遊び場環境の整備

男女が共に子育てに携わる意識啓発

子育て家庭の住宅環境の整備

求職中に子供を預けられるサービスの整備

出産や子育てに関する情報提供や相談の場の整備

特にない

その他

無回答

24年度（7,827人）

19年度（7,988人）
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（6）子育てと仕事の両立（ライフ・ワーク・バランスの状況）

ア　夫婦の家事・育児分担
○　６歳未満の子供のいる家庭における１日の家事・育児時間（週全体平均）について
夫婦で比較すると、妻の家事・育児時間の平均は、全国で412分、東京都で389分に
上ります。それに対し、夫の家事・育児時間の平均は、全国で66分、東京都で109
分です。
○　東京都内における夫婦の家事・育児分担の割合については、妻：夫が５：５（夫の
回答）、６：４（妻の回答）を理想とする割合が高いのに対して、現実は妻：夫が８：
２の割合が高くなっています。

図表28　在宅の母親の希望する「あれば良い在宅支援サービス」（東京都）

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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図表29　子供を預けていて不満に思うこと（複数回答）

注：19年度調査では、※は「子どもを見てくれる時間が短い」としていた。
資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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○　就学前の子供を持ち、就業している親の帰宅時間をみると、22時以降に帰宅する
父親の割合は、平成19年度に比べて減少しているものの、平成24年も２割程度となっ
ています。また、18時より前に帰宅する母親の割合は約半数で、平成19年より若干
ですが、帰宅時間の遅い母親の割合が高くなっています。

図表3０　 1 日の夫婦の家事・育児時間（ 6歳未満の子供のいる家庭）（週全体平均）

資料：総務省統計局「平成28年社会生活基本調査」

17 29

187
159

49

80

225 230
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250

夫（全国） 夫（東京都） 妻（全国） 妻（東京都）

家事

育児

（分）

図表31　夫婦の家事・育児分担の割合（理想と現実）

資料：東京都福祉保健局「平成24年度東京都福祉保健基礎調査」

（夫）（自分：配偶者）

3.8%

0.2%

0.8%

1.8%

1.3%

1.4%

6.7%

5.6%

17.2%

30.2%

26.6%

4.5%

3.9%

0.1%

0.3%

1.3%

1.6%

2.3%

27.1%

21.7%

24.1%

12.3%

4.0%

1.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

無回答

10：0

9：1

8：2

7：3

6：4

5：5
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0.1%

3.7%
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イ　育児休業の取得状況等
○　育児・介護休業法には、１歳に満たない子を養育する労働者は、その事業主に申し
出ることにより、育児休業をすることができると定められています。
○　東京都では、ほとんどの企業が育児休業規定を設けており、取得可能期間は「原則
は１歳だが一定の場合は１歳６か月」の企業が約半数を占めています。しかしながら、
女性の育児休業取得率が、平成28年度には94.1％であるのに対して、男性の取得率
は7.40％と、以前より上昇してはいるものの、非常に低い状況です。

図表32　帰宅時間

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」

（父）

1.2%

2.0%

3.0%

3.3%

7.6%

9.0%

15.2%

16.9%

17.1%

19.1%

17.5%

16.1%

28.9%

18.7%

6.9%

9.1%

2.7%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年

平成24年

17時以前 17時～17時59分 18時～18時59分

19時～19時59分 20時～20時59分 21時～21時59分

22時以降 その他 無回答

（母）

33.0%

29.8%

18.8%

20.3%

21.6%

24.0%

9.2%

10.9%

3.9%

3.6%

1.8%

1.6%
6.6%

1.1%

3.7%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成19年

平成24年

17時以前 17時～17時59分 18時～18時59分

19時～19時59分 20時～20時59分 21時～21時59分

22時～23時59分 その他 無回答

第
２
章
東
京
の
子
供
と
家
庭
を
め
ぐ
る
状
況

43



○　育児休業取得者及び申し出た従業員がいる事業所に対し、育児休業取得期間はどの
くらいか尋ねたところ、男性では「５日未満」「２週間～１か月未満」「１か月～３か
月未満」（18.4％）が最も多くなっています。女性では「６か月～１年未満」（37.1％）
が最も多く、次いで「１年」（30.5％）となっています。

図表33　育児休業の取得可能期間

資料：東京都産業労働局「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」
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32.1%
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3.3%

3.6%

3.8%

11.2%

10.1%

5.6%

13.3%

4.4%

2.5%

0.0%

0.9%

1.2%

0.5%

1.6%
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0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=749）

30～99人
（n=211）

100～299人
（n=252）

300～499人
（n=79）

500～999人
（n=98）

1000人以上
（n=109）

1歳未満 1歳

原則は1歳だが一定の場合は1歳6か月 無条件に1歳6か月

1歳6か月～3歳未満 3歳以上

育児休業の規定なし 無回答

図表34　育児休業取得率（東京都）

注：平成19年度及び平成24年度はデータなし
資料：東京都産業労働局「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

（女性）
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81.6%

80%

85%

90%

95%

100%

28年度26232118平成16

（男性）

7.40%

4.49%

3.02%1.72%
1.80%

1.49%1.10%
1.34%

0.70%0.39%
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○　育児休業を取得しなかった理由については、男性は「取る必要がなかったから」、
女性は「その当時、就労していなかったから」の割合が高くなっていますが、「勤務
先で制度が整っていない（いなかった）から」、「職場全体として、取りづらい雰囲気
だから」、「自分が休むと家計が苦しくなるから」といった理由で取得できなかった人
もいます。

図表35　育児休業の取得期間（東京都）

資料：東京都産業労働局「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査」

18.4 13.2 18.4 18.4

0.0 
0.0 0.0 

0.0 0.0 0.0 

1.4
2.2

10.5 9.2

37.1 30.5 23.2 

3.9 7.9

2.5
0.3

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性
(n=76)

女性
(n=367)

5日未満 5日～2週間未満 2週間～1か月未満

1か月～3か月未満 3か月～6か月未満 6か月～1年未満

1年 1年を超え1年6か月未満 1年6か月～3年未満

3年～ 無回答

図表36　育児休業を取得しなかった理由（東京都）

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）

17.6%

16.4%

10.4%

3.8%

11.4%

2.2%

1.5%

1.2%

0.3%

47.8%

50.6%

18.2%

4.4%

6.8%

3.9%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父（n=3,454）

母（n=3,212）

勤務先で制度が整っていない（いなかった）から

職場全体として取りづらい雰囲気だったから

自分が休むと家計が苦しくなるから

育児休業制度を利用できることを知らなかったから

その当時、就労していなかったから

取る必要がなかったから

その他

無回答
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○　育児・介護休業法には、小学校就学前の子を養育する労働者が、子供の看護（病気・
けが）のために、申請により、子１人の場合１年に５日まで、２人以上の場合１年に
10日まで休暇を取得することができる看護休暇制度が定められています。
○　しかしながら、看護休暇制度の認知度をみると「知らない」（54.2％）が「知って
いた」（45.1％）を上回っています。また、実際の利用率をみると、父親で5.6％、
母親で12.8％と低い状況にあります。

図表37　看護休暇制度の認知度（n=1,374）（東京都）

資料：東京都産業労働局「平成28年度東京都男女雇用平等参画状況調査結果報告書」

45.1% 54.2% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っていた 知らない 無回答

図表38　看護休暇制度の利用の有無

資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）

5.6%

12.8%

93.6%

84.9%

0.9%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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母（n=2,336）

ある ない 無回答
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（7）子供の安全・安心	

○　子育て中の父母に、子育てをする上で整備してほしいものを尋ねたところ、「子供
が安全に遊ぶことができる公園」、「子供が泣いても周囲の目を気にすることなく利用
できる電車車両」、「段差のない歩道や駅などのバリアフリー」、「子供連れでも楽に利
用でき、オムツ替えの場所がある公衆トイレ」などが上位を占めています。

○　平成28年度の東京都の調査では、調査対象の小学生の約６割がスマートフォンを
利用しています。１日のインターネット利用時間をみると、小学生では、「１時間程度」、
「ほとんど使わない」の割合が高く、中学生では「２時間程度」、「１時間程度」の割
合が高くなっています。また、高校生になると「２時間程度」、「３時間程度」の割合
が高くなっています。
○　通信系機器や、インターネットの利用が普及する一方、「メールやSNSに書き込ん
だ文章が原因で友達とけんかになった」、「無料通信アプリなどのグループで仲間外れ
にされたり、勝手に退会させられたりした」等のトラブルも報告されています。

図表39　子育てをしていく上で整備してほしいもの（東京都）

注１：19年度調査では、※は「子供を安心して遊ばせられる公園」としていた。
注２：＊は19年度調査では、選択肢を設けていないため、データが存在しない。
資料：東京都福祉保健局「東京都福祉保健基礎調査」（平成24年度）
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特にない

無回答
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6.4

1.7

26.2

27.1

32.8

27.2

5.4

17.9
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図表4０　通信系機器の利用状況（東京都）

資料：東京都教育庁　平成28年度「児童・生徒のインターネット利用状況調査」

■『通信系機器の利用状況』学校種別︓児童・生徒経年比較

通信系機器の利用状況割合 (%)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

学校種 年度 (n)

全 体
H27 20,978 27.3 68.4 43.1 56.2 69.0 22.9 1.0 

H28 23,170 28.7 69.2 45.8 49.5 67.2 23.3 2.8 

小学校
H27 12,976 32.9 61.2 47.4 52.3 77.4 17.2 1.5 

H28 14,269 35.7 62.0 50.1 46.2 73.6 16.8 3.7 

中学校
H27 5,030 21.8 72.6 40.8 62.4 59.8 33.1 0.3 

H28 5,294 22.3 73.7 44.1 56.1 63.0 34.0 1.1 

高等学校
H27 2,800 11.7 95.0 26.6 63.2 48.2 31.6 0.0 

H28 3,242 9.2 95.4 29.2 54.0 46.9 35.3 0.7 

特別支援学校
H27 172 15.1 54.7 48.3 48.3 47.1 11.6 1.7 

H28 365 22.2 51.0 46.6 40.8 55.1 14.5 12.1 

図表41　 1 日のインターネット利用時間（東京都）

資料：東京都教育庁　平成28年度「児童・生徒のインターネット利用状況調査」

■『一日のインターネット利用時間』学校種別︓児童・生徒経年比較

一日のインターネット利用時間割合 (%)

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

学校種 年度 (n)

全 体
H27 18,488 30.4 19.9 13.0 6.3 3.5 2.1 5.3 18.4 1.0 

H28 18,855 29.6 21.0 13.0 6.6 3.6 2.4 5.1 17.4 1.3 

小学校
H27 10,687 36.7 17.2 8.5 3.8 2.3 1.1 2.6 26.5 1.4 

H28 10,430 37.0 17.6 8.4 3.8 2.0 1.2 2.9 25.5 1.6 

中学校
H27 4,883 26.2 25.1 18.1 8.5 3.9 2.4 5.5 10.0 0.4 

H28 5,059 23.6 27.1 17.9 9.1 4.5 2.8 4.9 9.5 0.5 

高等学校
H27 2,775 13.4 21.2 21.5 12.5 7.0 5.5 15.5 2.9 0.6 

H28 3,122 14.6 22.4 20.4 11.9 7.4 5.9 12.7 3.7 1.0 

特別支援学校
H27 143 32.2 23.1 13.3 7.7 3.5 2.8 6.3 11.2 0.0 

H28 244 29.9 21.7 10.2 6.6 3.3 3.3 10.7 8.2 6.1 
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○　全国における少年（20歳未満）が被害者となる刑法犯の認知件数は、平成19年が
304,685件、平成28年が131,148件と10年間で約57％減少しています。しかしなが
ら、未就学児については、平成22年以降、ほぼ横ばいで推移しており、被害件数全
体に占める割合は増加しています。
○　都政への要望をみると、「治安対策」は近年、常に１位から３位で推移しており、
多くの都民が対策を求めていることがうかがえます。

図表42　トラブルや嫌な思い／お子さんから受けた相談（東京都）

資料：東京都教育庁　平成28年度「児童・生徒のインターネット利用状況調査」

■『トラブルや嫌な思い／お子さんから受けた相談』学校種別︓児童・生徒／保護者比較

トラブルや嫌な思い／お子さんから受けた相談割合 (%)

① ② ③ ④

学校種 調査対象 (n)

全 体
児童・生徒 1,226 27.1 20.2 17.0 44.9 5.6 

保護者 331 25.1 19.3 13.9 49.2 5.4 

小学校
児童・生徒 579 16.9 11.4 18.7 51.3 9.0 

保護者 97 20.6 7.2 15.5 55.7 8.2 

中学校
児童・生徒 385 29.4 26.5 17.4 42.3 3.6 

保護者 167 24.0 28.1 15.0 44.3 4.8 

高等学校
児童・生徒 240 47.1 30.8 12.5 33.8 1.3 

保護者 47 31.9 17.0 10.6 46.8 2.1 

特別支援学校
児童・生徒 22 36.4 27.3 18.2 45.5 0.0 

保護者 20 40.0 10.0 5.0 65.0 5.0 
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図表43　少年が主たる被害者となる刑法犯の認知件数の推移（全国）

注：総数は、20歳未満の件数
資料：警察庁生活安全局少年課「平成28年中における少年の補導及び保護の概況」

（単位：件）

平成19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年

総数 304,685 290,206 276,956 260,759 233,725 211,821 199,999 179,915 151,644 131,148

うち未就学 527 503 405 472 451 470 461 528 551 613

うち小学生 24,792 24,430 24,684 24,060 21,892 19,908 20,058 18,668 15,319 13,042

0
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350,000

未就学 小学生 中学生 高校生

大学生 その他の学生 有職少年 無職少年

（件）

平成19 20 21 22 23 24 25 26 27 28年

図表44　都政への要望（上位 5位の推移）（東京都）

注：調査対象は、東京都全域に住む満18歳以上の男女個人
資料：東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（平成29年６月調査）
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（8）子供の貧困

○　「相対的貧困率」は、国民一人当たりの可処分所得を高い順に並べ、その中央値の
半分に満たない人の割合を言います。平成27年の相対的貧困率は15.6％で、うち17
歳以下の子供の貧困率は13.9％となっています。
○　また、18歳未満の子供がいる現役世帯（世帯主が18歳以上65歳未満）の相対的貧
困率をみると、平成27年は12.9％となっています。そのうち、大人が２人以上いる
世帯は10.7%であるのに対し、大人が１人の世帯では50.8％と約半数を占め、ひと
り親世帯の相対的貧困率が高いことがうかがえます。
○　諸外国との比較では、相対的貧困率はOECD加盟国中６番目に高いほか、ひとり
親世帯の相対的貧困率については、データが公表されている加盟国の中で、最も高く
なっています。

平成６年
（1994）

平成９年
（1997）

平成12年
（2000）

平成15年
（2003）

平成18年
（2006）

平成21年
（2009）

平成24年
（2012）

平成27年
（2015）

子供がいる現役世帯 11.2% 12.2% 13.1% 12.5% 12.2% 14.6% 15.1% 12.9%
大人が１人 53.2% 63.1% 58.2% 58.7% 54.3% 50.8% 54.6% 50.8%
大人が２人以上 10.2% 10.8% 11.5% 10.5% 10.2% 12.7% 12.4% 10.7%

（参考）相対的貧困率 13.7% 14.6% 15.3% 14.9% 15.7% 16.0% 16.1% 15.6%
子供の貧困率 12.1% 13.4% 14.5% 13.7% 14.2% 15.7% 16.3% 13.9%

図表45　（参考）相対的貧困率の年次推移（全国）

注１：�相対的貧困率とは、OECDの作成基準に基づき、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割っ
て調整した所得）の中央値の半分に満たない世帯員の割合を算出したものを用いて算出。

注２：平成６年の数値は兵庫県を除いたもの。
注３：平成27年の数値は熊本県を除いたもの。
注４：�大人とは18歳以上の者、子どもとは17歳以下の者、現役世帯とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。
注５：等価可処分所得金額が不詳の世帯員は除く。
資料：厚生労働省「平成28年　国民生活基礎調査」

図表46　（参考）貧困率の国際比較

資料：�内閣府「平成26年版子ども・若者白書（全体版）」出所：OECD（2014）Family�
database�“Child�poverty”

注：�ハンガリー、アイルランド、日本、ニュージーランド、スイス、トルコの数値は2009
年、チリの数値は2011年。
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